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Fスパィ防止法」について

I 昭和 60年の「スパイ防止法案」の概要 口経緯

1.概要 (資料①～⑤ )

' (昭和 60年の法案)「国家秘密」を、外国に通報する目的をもつて、又は不当な方法で、探

知し又は収集 した者で、これを外国に通報して、我が国の安全を著しく害する危険を生じ

させた者に対する罰則 (死刑又は無期懲役、第 4条第 1項)等を規定。

・ (昭和 61年の修正案)「国家秘密」を「防衛秘密」に限定、「不当な方法」の定義を規定、

秘密の指定に関する規定の追力日、法定刑の軽減等 (資料②p.3)

2.背景 L経緯 (資料⑥～③)

(1)法案提出に至る背景

・ 「日米防衛協力のための指針 (ガイドライン)」 (昭和 53年 )

, 「スパイ防止法制定促進国民会議」の結成 (昭和 54年 )

。 「自衛隊スパイ事件」 (昭和 55年 )

。 「スパイ防止のための法律制定促進議員 。有識者懇談会」の結成 (昭和 59年 )

(2)法案提出後の経緯

・ 第 102回 国会に自民党単独の議員立法で 「国家秘密に係るスパイ行為等の防止に関する法

律木安」が提出される。同月、衆議院で継続審議とすることを議決 (昭和 60年 6月 )。

・ 第 103回国会で廃案となる (同 12月 )。

・ 自民党内の特別委員会が修正案 (「防衛秘密に係るスパイ行為等の防止に関する法律案」を

決定 (昭和 61年 )。 (その後、国会提出はされず。)

Ⅱ 新たな「スパイ防止法案」をめぐる議論

1.新たな「スパイ防止法案」の内容に関する政党・議員の意見 (資料③～① )

・ 高市早苗衆議院議員 (自 民党)… 「スパイ防止法」とは、「外国政府勢力によるスパイ活動

を規定し、監視 し、必要があれば逮捕する事ができる法律」 (資料⑩ )

・ 松沢成文参議院議員 (日 本維新の会)…特定秘密保護法等は「秘密を特定して、その秘密

に関わる人をセキュリティークリアランスを掛けて、そういう人が漏えいした場合に罰す

るとい う法律」であり、「スパイ防止法」とは「法体系が違 う」。「スパイ行為を定義して、

スパイ活動そのものを取 り締まって、違反者に重罰を科す」ような「包括的なスパイ防止

法を作るべき」。 (資料①)

。 国民民主党…「今の日本には、スパイ行為を包括的に処罰できる法律が整っていません。」

「国家機密保護や安全保障体制の強化という観点から、サイバー空間を含めたスパイ行為

全般を処罰対象とする、実効性の高い包括的な法整備を進めます」 (資料⑫)

・ 参政党…「経済安全保障などの観点から外国勢による日本に対する侵略的な行為や機微情
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報の盗取などを機動的に防止・抑圧する仕組みを構築」 (資料⑬ )

2.(参考)稲村悠氏 (元警視庁公安部捜査官)の指摘 (資料①)

・ 「スパイ防止法に求められる内容は、1985年のスパイ防止法案に準拠するものでは足りず、

例えば 2023年 7月 に英国で制定された国家安全保障法は一つの参考となる」。 (同法は、)

「外国の諜報機関による英国関連の活動を実質的に援助することを意図している行為など

もその対象としている」

Ⅱ 諸外国の「スパイ防止法」

1.概要

(1)英国 (調査報告書 (1)、 資料⑮ )

ρ「2023年国家安全保障法」に、以下を罰する規定等がある。

・ 外国勢力のために、英国の安全・利益を害することを知りながら、「保護された情報」(英

国の安全又は利益を保護する目的でアクセスが制限された又はアクセスが制限されてい

ることが思料される情報や文書等)を取得・コピー・記録・保持する行為や開示する行為

(第 1条 )

・ 英国に関連する活動を行う外国諜報機関を実質的に援助することを意図して行為するこ

と (第 3条 )

(2つ ドイツ (調査報告書 (2)、 資料①)

刑法典に、以下を罰する規定等がある。

・ 国家機密を、外国の勢力等に報告すること等により、 ドイツ国家の対外的安全に対して重

大な不利益を及ぼす危険を引き起こす行為 (第 94条 )

・ 外国の勢力の諜報機関のために、国家に対して諜報活動を行うこと等 (第 99条 )

(3)フ ランス (調査報告書 (3)、 資料①)

刑法典に、以下を罰する規定等がある。

・ フランスに対する敵対行為又は侵略行為をそそのかす目的で外国政府、外国に属し若しく

は外国の支配下にある企業・組織又はその要員と内通する行為 (第 411-4条 )

。 「国防の秘密」の漏洩等 (第 413‐ 10条 )

(4)米国 (調査報告書 (4)、 資料①)

合衆国法典 (第 18編 (犯罪及び刑事訴訟)、 第 42編 (公衆衛生及び福祉)及び第 50編 (戦

争及び国防))の中に罰則規定がある。

・ 米国に損害を及ぼす又は外国の利益となることを意図・認識しながら、国防情報を外国政

府に提供すること等 (第 18編第 794条 )

2.課題～報道の自由との関係

ドイツ…1962年、ドイツ連邦軍の増強計画に関するスクープ記事を掲載した週刊誌「シュ

ピーゲル」の編集者が「反逆的秘密漏示罪」l汗J法典旧 100条 1項)の疑いで逮捕される事

件が発生 (「 シュピーゲル事件」)。 裁判の結果、編集者への同罪適用は否定された。これを

きつかけ1こ 1968年刑法改正において、一般向けの報道を処罰対象から外す規定 (「 自由で
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民主的な基本秩序に反する事実等を「非合法秘密」として国家機密から除く規定 l,Fl法第

93条第 2項)を新設 した1。

米国…政府は、機密情報やその他の保護対象情報の受領を理由に報道機関を起訴したこと

はない。 しかし、法的には起訴が可能であるとする意見がある2。

<調査報告書>
(1)国立国会図書館調査及び立法考査局行政法務調査室・課「英国の機密保全法制 (罰則)」 令

和 7年 7月 31日 .

(2)国立国会図書館調査及び立法考査局行政法務調査室・課「ドインの機密保全法制 (罰則)」

令和 7年 7月 31日 .

(3)国立国会図書館調査及び立法考査局行政法務調査室・課「フランスの機密保全法制 (罰則)」

令和 7年 7月 31日 .

(4)国立国会図書館調査及び立法考査局外交防衛調査室 。課 「米国の合衆国法典におけるスパ

イ行為を禁 じる規定」令和 7年 7月 31日 .
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